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親会社名　　   トヨタ自動車株式会社　     （コード番号：　7203） 親会社における当社の株式保有比率：　  43.5 ％

米国会計基準採用の有無 無 （間接保有分を含む）

１. 16年  3月期の連結業績（平成 15年 4月 1日 ～ 平成 16年 3月31日）
(1)連結経営成績                  （記載金額は百万円未満切り捨て表示）

　　　 売    上    高 　　　　営  業  利  益 　　　　経  常  利  益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

16年  3月期 118,553 10.5 5,331 5.9 5,314 6.2
15年  3月期 107,321 16.8 5,034 16.1 5,006 14.5

        当期純利益
１ 株 当 た り
当期純利益

潜在株式調整
後１株当たり
当期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資 本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

16年  3月期 2,839 △5.4      40  95  40  93 10.1 7.8 4.5
15年  3月期 3,002 19.7      43  33 - 11.5 8.0 4.7
(注)①持分法投資損益 16年  3月期              33 百万円        15年  3月期           18 百万円                

     ②期中平均株式数（連結）　   　16年  3月期         66,578,401 株        15年  3月期        66,837,552 株

     ③会計処理の方法の変更 無

     ④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)連結財政状態
       　総  資  産         　株  主  資　本        株主資本比率 　１株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円 銭

16年  3月期 71,433 29,396 41.2 439 86
15年  3月期 64,526 26,966 41.8 403 42
(注)期末発行済株式数（連結）　 16年  3月期        66,574,061 株           15年  3月期        66,581,396 株　　　   

(3)連結キャッシュ･フローの状況
　　　営業活動による 　　　投資活動による 　　財務活動による 　現金及び現金同等物
　　　キャッシュ・フロー 　　　キャッシュ・フロー 　　キャッシュ・フロー 　　期　末　残　高

百万円 百万円 百万円 百万円

16年  3月期 9,814 △9,961 △1,213 9,105
15年  3月期 11,204 △6,562 △234 10,781

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
    連結子会社数   12社     持分法適用非連結子会社数　  - 社     持分法適用関連会社数　  5 社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
    連結（新規）   2 社     （除外）   1 社     持分法（新規）  1 社     （除外）　  - 社

２. 17年  3月期の連結業績予想（ 平成  16 年 4 月 1 日  ～  平成 17 年 3 月 31 日 ）
　 　　　売　　上　　高 　　　　経　常　利　益 　　当　期　純　利　益

百万円 百万円 百万円

中間期 64,000 2,400 1,200
通　　期 - - -
（参考）１株当たり予想当期純利益（中間期）           18 円 03 銭

 ※上記の業績予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、
　　実際の業績は、今後様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。なお、合併後の通期
　　業績予想は、記載が可能となり次第公表します。
    上記業績予想に関する事項は、添付資料の7ページを参照して下さい。
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企業集団の状況 

 

当社の企業集団は、当社の親会社であるトヨタ自動車(株)、当社、子会社12社および関連

会社５社で構成され、自動車部品および繊維製品の製造・販売を主な内容とし、事業活動を

展開しております｡ 

当グループの事業に係わる位置づけは､おおむね次のとおりであります。 

 なお、当会計年度末時点で保有する子会社のうち、国内・国外の証券市場に上場（又は公

開）している会社はございません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

得 意 先（トヨタ自動車㈱（親会社）、㈱デンソー 他）

その他の関係会社 
   東和不動産(株)

製品の販売 

製品の販売 部品の購入 

製品の販売 

               当             社
自 動 車 部 品 繊 維 製 品 

技術援助･部品の販売等

連結子会社
  ﾄﾖﾀﾞﾎﾞｳｱﾒﾘｶ(株)

ﾞ 業 株

 連結子会社
  (株)TB岩手

持分法適用の関連会社
  ﾊｲﾆｰﾄﾞ工業      (株) 
株

情報提供 

部品の加工 

 

連結子会社
 ア イ ホ ー      (株)

連結子会社
 (株)ﾃｨｰﾋﾞｰｻｰﾋﾞｽ 

給食業務 

物流業務 

生産設備 
金型生産 連結子会社

 (株)ﾃｨｰﾋﾞｰﾊｲﾃｯｸ 

その他の事業 

（連結子会社） 
ﾄ ﾖ ﾀ ﾞ ﾎ ﾞ ｳ ｱ ｼ ﾞ ｱ(株) 
ﾃｨｰﾋﾞｰ ｵｰﾄ ﾊﾟｰﾂ 
 ﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄ(株) 

ﾄﾖﾀﾞﾎﾞｳﾏﾆｭﾌｧｸﾁｬﾘﾝｸﾞ 
        ｹﾝﾀｯｷｰLLC． 

上海豊田紡汽車部件(有) 

ﾄﾖﾀ゙ ﾎ゙ ｳﾌｨﾙﾄﾚー ｼｮﾝ 
 ｼｽﾃﾑ(ﾀｲﾗﾝﾄﾞ)(株) 

STBﾃｷｽﾀｲﾙｽﾞ 
   ｲﾝﾀﾞｽﾄﾘｰ(株)   

T B D N ﾃ ﾈ ｼ ｰ(パ) 

（持分法適用の関連会社）
ｴ ｺ ･ ﾃ ｸ ﾉ ﾛ ｼ ﾞ ｰ(株) 

ﾀ ｲ ｼ ｰ ﾄ ﾍ ﾞ ﾙ ﾄ(株) 

天津英泰汽車飾件(有) 

海外生産･販売会社等

* 

(注) ＊ (ﾊﾟ)はﾊﾟｰﾄﾅｰｼｯﾌﾟの略

持分法適用の関連会社
  (株)アイテック 

部品の加工 

部品の加工 
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関係会社の状況 
議 決 権 の
所有(被所有)
割 合

名 称 住 所 

資 本 金
又は出資金      
(千円) 

主要な事業の

内    容
所 有
割 合
(％)

被所有
割 合
(％)

関  係  内  容 摘要

(親 会 社) 

ト ヨ タ 自 動 車 ㈱ 愛知県豊田市 397,049,999
自動車･金融･
その他 0.0

43.5
 ( 27.7)
 [17.0] 製品販売先及び原材料の仕入先。 ＊

(連結子会社) 

ア イ ホ ー ㈱ 

 

愛知県刈谷市 10,000

 

その他 100.0 ―
給食業務等の委託先。なお、当社所
有の建物を賃借しております。  

㈱ティービーサービス 岐阜県羽島郡 50,000 その他 100.0 ―

物流業務等の委託先。なお、当社所
有の建物及び土地を賃借しておりま
す。また、当社より資金援助を受け
ております。 

 

㈱ティービーハイテック 愛知県丹羽郡 150,000 その他 100.0 ―

金型等の生産委託先。なお、当社所
有の建物及び土地を賃借しておりま
す。 

 

㈱ T B 岩 手 岩手県胆沢郡 10,000 自動車部品 100.0 ― 自動車部品の製造委託先。  

トヨダボウアメリカ㈱ 米国ミシガン州 
千米ドル
50
自動車部品 100.0 ―

海外における自動車部品に関する情
報収集委託先。  

トヨダボウアジア㈱ 
タイ国 
バンコク 

千バーツ
30,000
自動車部品 100.0 ―

ﾀｲにおける自動車内装ｼｽﾃﾑ開発及び 
自動車用ﾌｨﾙﾀｰの販売拠点。  

ティービーオートパーツ 

マネージメント㈱ 米国ﾃﾞﾗｳｪｱ州 
千米ドル
17,850
自動車部品 100.0 ― 北米における統括拠点。  

トヨダボウマニュ 
ファクチャリング 
ケンタッキー LLC．

米国 

ｹﾝﾀｯｷｰ州 

千米ドル
4,000 自動車部品 100.0 ―

北米における自動車用成形天井の生
産拠点。  

上海豊田紡汽車部件㈲ 中国 上海 
千米ドル
5,000
自動車部品 90.0 ―

中国における自動車用内装部品の生
産拠点。  

トヨダボウフィルトレーション 
システム（タイランド）㈱ 

タイ国 
ラヨーン県 

千バーツ
300,000

自動車部品 60.0 ―
ﾀｲにおける自動車用ｵｲﾙﾌｨﾙﾀｰその他
各種ﾌｨﾙﾀｰの生産拠点。  

STBテキスタイルズ 
インダストリー㈱ 

タイ国 
チョンブリ県 

千バーツ
240,000

自動車部品 51.0 ―
ﾀｲにおける自動車用ｼｰﾄﾌｧﾌﾞﾘｯｸ、ｴｱﾌ
ｨﾙﾀｰ、ｶｰﾃﾝｼｰﾙﾄﾞｴｱﾊﾞｯｸﾞの生産拠点。  

TBDNテネシー (ﾊﾟ) 米国テネシー州 
千米ドル
22,000
自動車部品 

51.0
(51.0) ―

北米における自動車用ﾌｨﾙﾀｰの 
生産拠点。  

(持分法適用関連会社) 

ハイニード工業㈱ 岐阜県不破郡 10,000

 

自動車部品 45.0 ― 自動車内装加工の外注先。 
 

㈱ ア イ テ ッ ク 静岡県磐田郡 40,000 自動車部品 15.0 ― 自動車内装加工の外注先。  

エコ･テクノロジー㈱ 米国ｹﾝﾀｯｷｰ州 
千米ドル
1,500 自動車部品 50.0 ―

北米における自動車用ﾘｻｲｸﾙ防音材の
生産拠点。  

タイシートベルト㈱ 
タイ国 
チョンブリ県 

千バーツ
160,000 自動車部品 16.0 ― 同社に対する技術援助。  

天津英泰汽車飾件㈲ 中国 天津 
千米ドル
10,000 自動車部品 15.0 ―

中国における自動車用内外装部品生

産拠点。  

(その他の関係会社) 

東 和 不 動 産 ㈱ 愛知県名古屋市 23,750,000

 

不動産管理 ― 27.7

 

繊維製品の販売先。  

 (注) 1. 主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 
    2. 「議決権の所有又は被所有割合」欄の（内書）は間接所有であり、［外書］は緊密な者等の

割合であります。 
3. ＊：有価証券報告書を提出しております。 
4. 平成15年12月 1日付で、昭和工業(株)は(株)ティービーサービスと合併しております。 
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経営方針 
１．経営の基本方針 
 豊田紡織グループは常にお客様の潜在ニーズの発掘・創出に努めるとともに、製造業

の持つ「モノづくり」の精神を大切にし、顧客、株主、取引先、社会に満足いただける

よう次の三つの方針を基本に経営しております。 
① 次世代を見通した新しい価値を創造し、着実な成長を通じて、豊かな社会づくりに貢

献する。 
②創造的スキルとチームワークを重視し、チャレンジ精神あふれる企業風土をつくる。 
 ③自然、社会との共生をはかり、社会から信頼される企業市民をめざす。 
 
２．中長期的な会社の経営戦略 
 中長期の経営戦略といたしましては、自動車用フィルトレーション技術および内装部

品技術の分野で世界トップレベルをめざし、揺るぎない経営基盤の確立と企業規模の充

実・拡大に向けた活動を強力に推進します。具体的には、①自動車エンジン用部品のエ

アフィルター、オイルフィルター、室内用のキャビンエアフィルターを開発・設計・生

産する自動車用フィルター総合メーカー事業と、②自動車用内装部品を車１台分システ

ムで開発・設計・生産する自動車用内装総合メーカー事業の２つを核とし、両コア事業

の技術力を世界トップレベルに引き上げるとともに、技術開発を重視した商品・市場戦

略を推進し、海外展開を引き続き積極的に進めてまいります。また、自動車用内装総合

メーカー事業におきましては、世界№１の内装システムサプライヤーの実現をめざし、

アラコ株式会社、タカニチ株式会社と当社が平成１６年１０月１日を目途に合併する旨

の合併基本合意を昨年 １０月に締結し、現在その諸準備を精力的に進めています。この
合併により自動車の内装全体が事業領域となり内装技術の高度化と海外展開を一段と加

速させ、新技術・新商品を世界に提供できるグローバル総合内装システムサプライヤー

として大きく躍進することが可能となります。 
 また、繊維事業につきましては、ユニフォーム、健康衣料「オーラムーンバリー」を

中心とした付加価値ある商品の充実・拡大を推進してまいります。 
 これらの課題への取組みにより、株主価値の一層の向上を図る所存であります。 
 
３．コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 
 （コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方） 
      当社は、顧客、株主、取引先、社会に満足いただけるよう「自然、社会との共生をは
かり、社会から信頼される企業市民をめざす」を経営の基本方針に掲げております。ま

た株主や投資家の皆様に対し経営の透明性を高めるため、情報開示に積極的に取組んで

いく方針であります。 
（コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況） 
      当社は、株主総会、取締役会、監査役会、会計監査人などの法律上の機能に加え、「企
業倫理委員会」を定期的に開催し企業活動全般について法律面および倫理面からチェッ

クを行うなど内部統制の仕組みを整備しています。また従業員に対しては、心構えや基

本行動を明文化した「社員の行動指針」を企業倫理委員会で昨年改訂するとともに、階

層別・職場別教育などを通し徹底を図っております。 
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   当社は監査役制度を採用しており、監査役 4名が取締役の職務執行および国内外子会社
の業務や財政状況を監査しています。また経営上の意思決定機関である取締役会を毎月

最低１回開催し、重要事項の決定ならびに業務の執行状況を監督しております。 
     また、当期より四半期毎の決算情報を開示しております。今後も株主や投資家の皆様
に対し経営の透明性を高めるため、ＩＲ活動、広報活動に積極的に取組んで行く方針で

あります。 
 
４．会社の利益配分に関する基本方針 
 利益配分につきましては、当社は、株主の皆様の利益を重要な経営方針のひとつとし、

安定的な配当の継続を基本に、業績および配当性向などを総合的に勘案し、株主の皆様

のご期待におこたえしていきたいと考えております。 
 内部留保につきましては、経営基盤の一層の強化・充実ならびに今後の事業展開に有

効活用し、将来にわたる株主の皆様の利益確保に努めたいと考えております。 
 また、当社取締役および従業員の会社業績向上に対する意欲や士気をより高めるため、 
平成１４年６月にストック・オプション制度を導入しております。 
 
５．投資単位の引下げに関する考え方 
 株式の投資単位の引下げにつきましては、平成１６年２月２５日開催の取締役会にお

きまして、当社株式の流通の活性化を促進し、投資家層の拡大を図るため、１単元の株

式の数を１，０００株から１００株に平成１６年４月１日より変更することを決議いた

しました。また、平成１６年４月１日付けをもって、東京証券取引所及び名古屋証券取

引所における売買単位も１，０００株から１００株に変更しております。 
 
６．目標とする経営指標 

   豊田紡織グループは、事業の拡大・発展をはかるとともに投資効率の高い経営をはかる
ため、中長期経営計画で２００５年にＲＯＥ（株主資本利益率）１３％達成を目標にし

ています。具体的にはコア事業においてモジュール化・システム化商品の開発と収益向

上を重点とした活動を推進してまいります。 
    なお、合併後の目標指標および数値につきましては、新会社の経営計画を精力的に策
定し掲載したいと考えています。 

 
７．関連当事者との関係に関する基本方針 
トヨタ自動車株式会社は平成１６年３月末現在で当社議決権株式総数の 43.5％を所有
（直接所有 15.8％、間接所有 27.7％）しており、同社の取締役 2名が当社取締役および
監査役を兼務、同社よりの転籍者９名が当社取締役に就任し、当社との関係強化を図り

企業体質の一層の強化を推進しております。 
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経営成績及び財政状態 
１．経営成績 

（１）当期の概況    
当期の自動車業界におきましては、国内販売は、小型乗用車・小型貨物車が前年を下回り

ましたが、新型車投入による普通乗用車の増加に加え、ディーゼル排ガス規制による普通貨

物車・バスの代替需要があり、全体では前年並みとなりました。 輸出は、好調であった米国

向けが落込みましたが、欧州向けが増加し、前年並みとなりました。 

このような情勢の中で、当社は、かねてより自動車用内装システムサプライヤーとして、

研究開発・生産技術力の強化とともに事業拡大を進めており、当期は、ＲＡＶ４、タント、

クラウンが生産開始になりました。現在は、ＩＭＶなど海外生産車を含め 24 車型を受託し開

発を推進しております。自動車用フィルター総合メーカーとしては、オートマチック・トラ

ンスミッション用フィルターをはじめ、除塵脱臭機能を強化したキャビンエアフィルターや

ガソリン蒸気を吸着するフィルターなどの開発と生産に注力しております。 

また、リサイクル性の高い天然繊維（サイザル繊維）を使用した成形天井や環境負荷量を

半減したオイルフィルターの開発、国内全工場でのゼロエミッション達成など環境に配慮し

た取り組みを進めております。 

海外におきましては、昨年 4 月に、米国に、成形天井の生産会社 トヨダボウ マニュファ

クチャリング ケンタッキーLLC.を、中国に合弁で、内外装部品の生産会社 天津英泰汽車飾

件有限公司をそれぞれ設立し、グローバルにお客様の要請に応えられるよう生産拠点の拡充

を推進しております。 

また、当社とアラコ株式会社及びタカニチ株式会社は、昨年 10 月に、本年 10 月 1 日を目

途に合併する旨の合併基本合意を締結いたしました。 

連結売上高につきましては、北米子会社での減収はありましたが、当社単独の内装システ

ム製品やエアフィルター、エアバッグ用袋体などの増産増収により、前期に比べ 11,232 百万

円（10.5%）の増加の 118,553 百万円となりました。 

連結経常利益につきましては、製品構成・製品価格変動等の影響や、労務費、研究・開発

費用の増加などの減益要因はありましたが、増産増収の影響、社内合理化と原価改善、減価

償却費の減少などにより、前期に比べ 308 百万円（6.2%）増加の 5,314 百万円となりました。 

連結当期純利益は、前期に特別利益に計上した厚生年金基金代行部分返上益などがなくな

り前期に比べ 163 百万円（5.4%）減少の 2,839 百万円となりました。 

当期の配当金につきましては、昨年 11 月に中間配当金として１株につき 4円とさせていた

だきましたが、期末の配当金につきましては、１株につき 5円とし、年間としては前期に比

べ 1円増加の１株につき 9円とさせていただく予定であります。 

 

（２）次期の見通し 
今後の見通しにつきましては、国内景気は緩やかな回復傾向が見られますものの、その牽

引役となっている中国・米国の海外景気の不透明感や為替動向・国際紛争などのリスク要因

により、依然として予断を許さない状況が続くものと思われます。 
 このような中で、当社は、お客様の信頼と満足が得られる製品づくりに努力するとともに、

経営管理体制の整備・充実、国際競争力をそなえた世界№１の技術・商品の提供、現地生産・

調達体制の整備、原価低減活動の推進、環境・安全・品質を最優先にした「モノづくり」な

ど、収益体質の強化を重点とした諸施策に積極的に取り組んでまいります。 
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更に、本年 10 月の合併によりまして、開発力の強化と海外展開を一段と加速させ、新技術・

新商品を世界に提供できる自動車部品新会社として、世界トップレベルのグローバル総合内

装システムサプライヤーおよびフィルター総合メーカーを目指してまいります。 
次期中間期の連結業績見通しといたしましては、売上高は 640億円、経常利益は 24億円、
中間純利益は 12億円を予想しております。 
上記の業績予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであ

り、実際の業績は、今後様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。なお、合併

後の通期連結業績見通しは、記載が可能になり次第公表いたします。 
 
２．財政状態 
〈営業活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ〉 
営業活動の結果増加した現金及び現金同等物は 9,814百万円となりました。これは主に、
税金等調整前当期純利益 5,314 百万円、減価償却費 5,774 百万円、仕入債務の増加額 5,984
百万円等による増加と、売上債権の増加額 5,868百万円、法人税等の支払額 2,528百万円等
によるものであります。 
〈投資活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ〉 
投資活動の結果減少した現金及び現金同等物は 9,961百万円となりました。これは主に、
有形固定資産の取得による支出 9,523百万円によるものであります。 
〈財務活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ〉 

財務活動の結果減少した現金及び現金同等物は 1,213百万円となりました。これは、短期
借入金の純増減額 1,430百万円などによる増加と、長期借入金の返済による支出 1,788百万
円、配当金の支払額 532百万円、少数株主への配当金の支払額 330百万円等によるものです。 
 以上の結果、現金及び現金同等物の当期末残高は、9,105 百万円と前期末に比べ 1,675 百
万円減少いたしました。 
 

ｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ指標の推移 

 H12.3 H13.3 H14.3 H15.3 H16.3 

自己資本比率  48.0%  45.2%  42.2%  41.8%  41.2% 

時価ﾍﾞｰｽの自己資本比率  121.7%   86.5%   74.8%   54.8%   83.8% 

債務償還年数    0.8 年    1.2 年    1.6 年    0.9 年    0.9 年 

ｲﾝﾀﾚｽﾄ･ｶﾊﾞﾚｯｼﾞ･ﾚｼｵ   84.4 倍   77.0 倍   56.8 倍   91.0 倍   81.1 倍 

自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

債務償還年数：有利子負債／営業活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ 

ｲﾝﾀﾚｽﾄ･ｶﾊﾞﾚｯｼﾞ･ﾚｼｵ：(営業活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ+利息の支払額+法人税等の支払額)/利息の支払額 

※ いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

※ キャッシュ・フローは、営業活動によるキャッシュ・フローを利用しております。 

※ 有利子負債は、貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている 

   すべての負債を対象としております。 
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連結貸借対照表 
（単位：百万円） 

科    目 
当 期 
(16.3.31 現在) 

前    期 
(15.3.31 現在) 

増    減 

 

（ 資 産 の 部 ）          

流 動 資 産 

現 金 預 金           

受取手形及び売掛金           

有 価 証 券           

た な 卸 資 産           

繰 延 税 金 資 産           

そ の 他の流動資産           

貸 倒 引 当 金           

 

固 定 資 産 

有 形 固 定 資 産 

建 物 及 び 構 築 物           

機械装置及び運搬具           

工 具 器 具 備 品           

土 地           

建 設 仮 勘 定           

無 形 固 定 資 産 

連 結 調 整 勘 定           

そ の 他           

投資その他の資産 

投 資 有 価 証 券           

その他の投資その他の資産            

 

３５,７９４

５,８８６

１９,３０９

３,２１９

３,９２６

１,５３８

２,０２５

△  １１１

３５,６３８

３０,４５０

１０,８７３

１１,８４１

３,３５４

２,９５３

１,４２６

６３８

４３９

１９９

４,５４９

２,８８０

１,６６９

 

 

３０,４８４ 

８,４８６ 

１４,０７９ 

２,３２２ 

３,４２２ 

９７０ 

１,３１０ 

△  １０８ 

 

３４,０４２ 

２９,９９５ 

１１,４７７ 

１１,７５３ 

３,３８６ 

２,８５４ 

５２２ 

７３０ 

５０７ 

２２２ 

３,３１７ 

１,７７８ 

１,５３８ 

 

 ５,３１０

△２,５９９

  ５,２２９

８９６

  ５０４

  ５６７

７１５

△    ２

１,５９６

４５５

△  ６０４

８７

 △   ３１

９９

  ９０４

△   ９１

△   ６８

△   ２３

  １,２３２

  １,１０２

  １３０

合   計 ７１,４３３ ６４,５２６  ６,９０６

(注)1．有形固定資産の 

減価償却累計額 ６２,５７４ ５８,３４８   ４,２２５  

2．保証債務 １０３ １１７   △     １４ 
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（単位：百万円） 

科    目 
当 期 
(16.3.31 現在) 

前    期 
(15.3.31 現在) 

増    減 

 

（ 負 債 の 部 ）          

流 動 負 債 

支払手形及び買掛金 

短 期 借 入 金           

一年内返済の長期借入金 

未 払 法 人 税 等 

未 払 費 用 

そ の他の流動負債 

 

固 定 負 債                  

長 期 借 入 金 

退 職 給 付 引 当 金           

役員退職慰労引当金           

そ の 他の固定負債           

負 債 計 

 

（少数株主持分）          

少 数 株 主 持 分         

 

（ 資 本 の 部 ）          

資 本 金 

資  本  剰 余 金 

利 益 剰 余 金 

その他有価証券評価差額金 

為替換算調整勘定 

自 己 株 式 

資 本 計 

 

３２,６９８

１７,５９２

４,９２３

１,２５１

２,０５２

５,４４５

  １,４３１

７,１６５

３,１３６

３,０７８

６５８

２９１

３９,８６４

２,１７３

４,９３３

２,７９７

２１,５７８

   ９５９

△  ４６７

△  ４０５

２９,３９６

 

 

２７,１５１ 

１３,１９０ 

３,７３５ 

１,７９０ 

１,４３８ 

４,６１６ 

  ２,３７９ 

 

７,８２８ 

４,３７５ 

２,７９０ 

３４７ 

３１５ 

３４,９８０ 

 

 

２,５８０ 

 

 

４,９３３ 

２,７９７ 

１９,３７８ 

   ２８３ 

△   ２６ 

△  ４００ 

２６,９６６ 

 

  ５,５４６

 ４,４０１

１,１８７

△  ５３８

６１４

８２９

△  ９４８

△  ６６２

△ １,２３８

２８８

  ３１１

△   ２４

４,８８４

△  ４０６

－

－

２,２００

  ６７５

△  ４４１

△    ５

２,４２９

合   計 ７１,４３３ ６４,５２６ ６,９０６
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連結損益計算書 

（単位：百万円） 

科                 目 
当 期 

(15.4.1～16.3.31)

前    期 

(14.4.1～15.3.31)
増    減 

売 上 高 
売 上 原 価 
売 上 総 利 益 
販売費及び一般管理費 
営 業 利 益 

営 業 外 収 益             
受 取 利 息 及 び 配 当 金             

そ の 他 の 営 業 外 収 益             
営 業 外 費 用 
支 払 利 息             

そ の 他 の 営 業 外 費 用             
経 常 利 益 

特 別 利 益             
厚 生 年 金 基 金 
代  行  部  分  返  上  益 
特 別 損 失             
工 場 再 編 成 に よ る             
固 定 資 産 除 却 損 等             
有 価 証 券 評 価 損             
税金等調整前当期純利益 

法人税、住民税及び事業税 

法 人 税 等 調 整 額 

少 数 株 主 利 益        （減算△） 

当 期 純 利 益 

１１８，５５３

１０６，３０１

１２，２５２

６，９２０

５，３３１

４２１

２３

３９８

４３８

１５１

２８７

５，３１４

－

－

－

－

－

５，３１４

３，１３１

△  ８６０

△  ２０５

２，８３９

１０７，３２１ 

９５，８９９ 

１１，４２２ 

６，３８７ 

５，０３４ 

３５２ 

１９ 

３３２ 

３８１ 

１４４ 

２３６ 

５，００６ 

１，２４４ 

１，２４４ 

６７１ 

３６９ 

３０１ 

５，５７９ 

２，２３９ 

△   １３ 

△  ３５１ 

３，００２ 

１１，２３２

１０，４０２

８２９

５３２

２９６

    ６９

   ３

    ６５

    ５７

   ６

５０

３０８

△１，２４４

△１，２４４

△  ６７１

△  ３６９

△  ３０１

△  ２６４

８９２

△  ８４６

  １４６

△  １６３ 
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連結剰余金計算書 
（単位：百万円） 

 
科                 目 

 
当   期 

(15.4.1～16.3.31)

前   期 

(14.4.1～15.3.31) 
増   減 

 （資本剰余金の部） 

資 本 剰 余 金 期 首 残 高 

資 本 剰 余 金 期 末 残 高 

 

 （利益剰余金の部） 

利 益 剰 余 金 期 首 残 高 

利 益 剰 余 金 増 加 高 

当 期 純 利 益 

利 益 剰 余 金 減 少 高 

配 当 金 

役 員 賞 与 

利 益 剰 余 金 期 末 残 高 

２，７９７

２，７９７ 
 
 

１９，３７８ 

２，８３９ 
２，８３９ 

６３８

５３２

１０６

２１，５７８ 

 

２，７９７ 

２，７９７ 
 
 

１６，９７７ 

３，００２ 
３，００２ 

６０１ 

５０１ 

１００ 

１９，３７８ 

－

－ 
 
 

２，４００ 

△  １６３ 
△  １６３ 

３７

３１

６

２，２００
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連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円） 

科      目 
当 期 

(15.4.1～16.3.31)

前    期 

(14.4.1～15.3.31) 
増    減 

５，３１４
５，７７４

－
 ６
２８８

△   ２３
１５１

△   １９
６１

△  １０６
△５，８６８
△  ５８０
５，９８４
１,４６８

 
５，５７９ 
５，８７２ 
３０１ 
 １５ 

△１，１０４ 
△   １９ 
１４４ 

△   １０ 
２４９ 

△  １００ 
２２８ 

   ４９６ 
８７７ 
５９２ 

△  ２６４
△   ９８
  △  ３０１
△    ９
 １，３９２
△    ３
   ６

△    ９
△  １８７
△    ６
△６，０９６
△１，０７７
  ５，１０７

８７６

１２，４５１
４５

△  １５４
△２，５２８

１３，１２２ 
１９ 

△  １４４ 
△１，７９３ 

△  ６７１
   ２５
△    ９
△  ７３４

９，８１４

△ ９，５２３
９６

△    ７
△  ５２６

１１，２０４ 

 
 

△ ６，５５９ 
４３ 

△   ５４ 
７ 

△１，３９０

△２，９６４
   ５３
 ４６

△  ５３４

Ｉ営業活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ 
税金等調整前当期純利益 
減価償却費 
有価証券評価損 
貸倒引当金の増加(△減少)額 
退職給付引当金の増加額 
受取利息及び受取配当金 
支払利息 
固定資産売却益 
固定資産除売却損 
役員賞与の支払額 
売上債権の減少(△増加)額 
たな卸資産の減少(△増加)額 
仕入債務の増加(△減少)額 
その他 
小計 
利息及び配当金の受取額 
利息の支払額 
法人税等の支払額 
営業活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ 

Ⅱ投資活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ 
有形固定資産の取得による支出 
有形固定資産の売却による収入 
投資有価証券の取得による支出 
その他 
投資活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ 

Ⅲ財務活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ 
短期借入金の純増減額 
長期借入金の返済による支出 
配当金の支払額 
少数株主への配当金の支払額 
少数株主への株式の発行による収入 
自己株式取得による支出 
その他 

△９，９６１

１，４３０
△１，７８８
△  ５３２
△  ３３０

－
△    ５

１１

△６，５６２ 

 

 

１，８００ 
△１，４６５ 
△  ５０１ 

－ 
３３０ 

△  ３９８ 
－ 

△３，３９８

△  ３６９
△  ３２３
△   ３１
△  ３３０
△  ３３０
  ３９３
    １１

財務活動によるｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ △ １,２１３ △  ２３４ △  ９７９

Ⅳ現金及び現金同等物に係る換算差額 △   ３１５ △   ９３ △  ２２１

Ⅴ現金及び現金同等物の増加(△減少)額 △ １，６７５ ４，３１４ △５，９８９

Ⅵ現金及び現金同等物の期首残高 １０，７８１ ６，４６６ ４，３１４

Ⅶ現金及び現金同等物の期末残高 ９，１０５ １０，７８１ △１，６７５
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

  現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲載されている科目の金額との関係 

 

当 期 前 期        増    減 
（15.4.1～16.3.31） （14.4.1～15.3.31）  

 

（百万円）  （百万円） （百万円）  

現金及び預金勘定    ５,８８６ ８,４８６ △２,５９９ 

有価証券勘定        ３,２１９  ２,３２２    ８９６ 

計  ９,１０５   １０,８０９ △１,７０３         

預入期間が３ヶ月を 
超える定期預金等      －  △   ２８     ２８ 

現金及び現金同等物  ９,１０５ １０,７８１ △１,６７５ 
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

１．連結の範囲及び持分法の適用に関する事項 

（１）連結の範囲 

連結子会社  １２社 ｱｲﾎｰ(株)、(株)ﾃｨｰﾋﾞｰｻｰﾋﾞｽ、(株)ﾃｨｰﾋﾞｰﾊｲﾃｯｸ、 

(株)TB 岩手、ﾄﾖﾀﾞﾎﾞｳｱﾒﾘｶ(株)、ﾄﾖﾀﾞﾎﾞｳｱｼﾞｱ(株)、 

ﾃｨｰﾋﾞｰｵｰﾄﾊﾟｰﾂﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄ(株)、ﾄﾖﾀﾞﾎﾞｳﾏﾆｭﾌｧｸﾁｬﾘﾝｸﾞｹﾝﾀｯｷｰ 

LLC.、 上海豊田紡汽車部件(有)、ﾄﾖﾀﾞﾎﾞｳﾌｨﾙﾄﾚｰｼｮﾝｼｽﾃﾑ(ﾀｲ 

ﾗﾝﾄﾞ)(株)、STB ﾃｷｽﾀｲﾙｽﾞｲﾝﾀﾞｽﾄﾘｰ(株)、TBDN ﾃﾈｼｰ(パ) 

（２）持分法の適用 

関連会社    ５社 ﾊｲﾆｰﾄﾞ工業(株)、(株)ｱｲﾃｯｸ、ｴｺ･ﾃｸﾉﾛｼﾞｰ(株)、ﾀｲｼｰﾄﾍﾞﾙﾄ(株) 

天津英泰汽車飾件(有) 

２．連結の範囲及び持分法の適用の異動状況 

連 結（新規） ２社 (株)TB 岩手、ﾄﾖﾀﾞﾎﾞｳﾏﾆｭﾌｧｸﾁｬﾘﾝｸﾞｹﾝﾀｯｷｰ LLC. 

連 結（除外） １社 昭和工業(株)   

持分法（新規） １社 天津英泰汽車飾件(有) 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

（１） 連結子会社のうち決算日が連結決算日(3 月 31 日)と異なる子会社は次の通りであります。 

12 月 31 日 上海豊田紡汽車部件(有) 

（２） 連結財務諸表の作成にあたっては、各社の会計期間に係る財務諸表を使用しております。 

昭和工業(株)につきましては平成 15 年 12 月 1 日付で(株)ﾃｨｰﾋﾞｰｻｰﾋﾞｽと合併しておりま

す。 

４．会計処理基準に関する事項 

(１) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

①たな卸資産 

製品・原材料（綿花を除く）・仕掛品・貯蔵品は、主として総平均法による原価法、

原材料のうち綿花は、後入先出法による低価法により評価しております。 

②有価証券 

その他有価証券のうち時価のあるものは期末日の市場価格等に基づく時価法（評価

差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）、時価の

ないものは移動平均法による原価法により評価しております。 

(２) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

   有形固定資産の減価償却方法は、主として定率法によっております。 

(３) 重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金は、一般債権については貸倒実績率等を含めて総合的に勘案し、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上

しております。 

②退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退

職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。 

③役員退職慰労引当金は、役員の退職慰労金の支給に充てるため、内規に基づく期末

要支給額を計上しております。 

(４)重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
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(５)その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法によっております。 

６．連結調整勘定の償却に関する事項 

連結調整勘定の償却については、ﾃｨｰﾋﾞｰｵｰﾄﾊﾟｰﾂﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄ(株)で計上している TBDN ﾃﾈｼｰ(パ)
について生じたものは米国会計基準(SFAS142)に準拠し減損処理の検討を毎期実施し、そ

の他のものは原則として発生時以降 5 年間の均等償却で行っております。なお金額が僅少

な場合は、発生時の損益として処理しております。 

７．利益処分項目等の取扱いに関する事項 

連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分について連結会計年度中に確定した利益処

分に基づいて作成しております。 

８．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

連結キャッシュ・フロー計算書上の現金及び現金同等物には、手許現金及び要求払い

預金のほか、取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する流動性の高い、容易に換金

可能であり、かつ価値変動について僅少なリスクしか負わない短期投資を計上してお

ります。 
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セグメント情報 

 

１． 事業の種類別セグメント情報 

当社の企業集団は、自動車部品の製造、販売を主な事業としております。全セグメント

の売上高の合計金額、営業利益の合計金額および資産の合計金額に占める自動車部品の割

合がいずれも 90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しており

ます。 

 

 

２．所在地別セグメント情報 

（１） 当期（15.4.１～16.3.31） 
（単位：百万円） 

区       分 日  本 北 米 そ の 他 計 
消  去
又は全社 連 結

売 上 高 
(1)外部顧客に対する売上高 
(2)セグメント間の内部 
売上高又は振替高 
計 

 
102,812 

2,869 

105,681 

11,908

49

11,957

3,833

1,006

4,839

 
118,553 

3,925 

122,478 

-

△3,925

△3,925

118,553

-

118,553

営 業 費 用 100,557 11,703 4,808 117,069 △3,847 113,222

営 業 利 益 5,124 253   31 5,409 △   77 5,331

資 産 50,983 6,496 6,929 64,409 7,024 71,433

 

（２）前期（14.4.１～15.3.31） 
（単位：百万円） 

区       分 日  本 北 米 そ の 他 計 
消  去
又は全社 連 結

売 上 高 
(1)外部顧客に対する売上高 
(2)セグメント間の内部 
売上高又は振替高 
計 

 
92,372 

1,892 

94,265 

13,166

41

13,207

1,782

265

2,047

 
107,321 

2,199 

109,520 

-

△2,199

△2,199

107,321

-

107,321

営 業 費 用 89,872 12,414 2,196 104,483 △2,196 102,286

営 業 利 益 4,393 793 △  149 5,037 △    2 5,034

資 産 44,141 6,901 5,427 56,470 8,056 64,526

（注）１．国または地域の区分は、地理的近接度により区分しております。 

   ２．日本以外の区分に属する国または地域 

      北 米…アメリカ 

      その他…タイ、中国 
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３．海外売上高 
 （１）当期（15.4.１～16.3.31） 

（単位：百万円） 

区       分 北 米 そ の 他 計 

海 外 売 上 高 11,433 3,284 14,717 

連 結 売 上 高 - - 118,553 

連結売上高に占める海外売上高の割合 9.6% 2.8% 12.4% 

 

（２）前期（14.4.１～15.3.31） 

（単位：百万円） 

区       分 北 米 そ の 他 計 

海 外 売 上 高 12,475 1,727 14,202 

連 結 売 上 高 - - 107,321 

連結売上高に占める海外売上高の割合 11.6% 1.6% 13.2% 

（注）１．国または地域の区分は、地理的近接度により区分しております。 

   ２．日本以外の区分に属する主な国または地域 

      北 米…アメリカ 

      その他…タイ、中国 
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関連当事者との取引 
 
親会社及び主要株主等 

（単位：百万円） 
関 係 内 容 

 

属 性 
会社等の 

名 称 
住 所 
資 本 金

又は出資金

事 業 の 

内容又は 

職 業 

議決権等の所有

(被所有)割合 役員の

兼任等

事業上

の関係

取引の内容 取引金額 科 目 期 末残高

 

親会社 

 

ト ヨ タ 

自動車㈱ 

 

愛知県 

豊田市 

397,049

 

自動車および

同部品等の製

造・販売 

 

被所有 

 直接15.8%

 間接27.7%

 

兼 任

  2  名 

 

転 籍

  9  名

 

当 社 製

品 の 販

売 等

 

自動車部品

の販売 

 

 

 

33,976 

 

 

売掛金 

 

 

 

4,860

 
 
（注）取引金額には、消費税等を含まず、期末残高には消費税等を含んでおります。 
 
取引条件及び取引条件の決定方針等 

 自動車部品の販売については、市場価格、総原価を勘案して、当社希望価格を提示し、 
毎期価格交渉のうえ一般的取引条件と同様に決定しております。 
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有価証券 
 

 

１．時価のある有価証券 

（単位：百万円） 

区     分 
当連結会計年度末 

（16.3.31現在） 

前連結会計年度末 

（15.3.31現在） 

(1)満期保有目的の債券 

連結貸借 

対照表 

計上額 

時 価 差 額 

連結貸借 

対照表 

計上額 

時 価 差 額 

①国債・地方債等 － － － － － －

②社債 － － － － － －

③その他 － － － － － －

計 － － － － － －

(2)その他有価証券 取得原価 

連結貸借 

対照表 

計上額 

差 額 取得原価 

連結貸借 

対照表 

計上額 

差 額 

①株式 383 1,979 1,596 684 855 170

②債券   

 国債・地方債等 － － － － － －

 社債 － － － － － －

 その他 － － － － － －

③その他  － － － －

計 383 1,979 1,596 684 855 170

 

 

２．時価評価されていない主な有価証券 

（単位：百万円） 

内     容 
当連結会計年度末 

（16.3.31現在） 

前連結会計年度末 

（15.3.31現在） 

(1)満期保有目的の債券 連結貸借対照表計上額 連結貸借対照表計上額 

①非上場外国債 － － 

計 － － 

(2)その他有価証券 連結貸借対照表計上額 連結貸借対照表計上額 

①非上場株式（店頭売買株式を除く） ７０２ ７２０ 

②非上場外国債 － － 

③ＭＭＦ ５００ ５００ 

④優先出資金 － － 

⑤その他 ２，７１８ １，８２２ 

計 ３，９２２ ３，０４３ 

 
 
デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

   該当事項はありません。 

 



平成 16年 3月期   個別財務諸表の概要    平成 16年 4月 27日

上   場   会   社   名      豊田紡織株式会社 上場取引所 東証・名証各第一部

コード番号     3116 本社所在都道府県

（URL　http://www.toyoda-boshoku.co.jp) 愛知県

代　　表　　者　　　役職名 取締役社長　　氏名　好川　純一
問合せ先責任者　役職名 経理部長　 　　氏名　鷲見　等　　　　　　TEL (0566) 26 - 0313
決算取締役会開催日　　平成 16年 4月 27日 中間配当制度の有無　　有

定時株主総会開催日　　平成 16年 6月 24日 単元株制度採用の有無　有（1単元 1,000株）

１. 16年  3月期の業績（平成 15年 4月 1日 ～ 平成 16年 3月 31日）
(1)経営成績 （記載金額は百万円未満切り捨て表示）

　　　　　売　　上　　高 　　　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

16年  3月期 104,901 12.4 4,865 17.2 4,959 16.2
15年  3月期 93,313 11.4 4,153 10.0 4,268 12.0

         　当 期 純 利 益
１ 株 当 た り
当期純利益

潜在株式調整
後１株当たり
当期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資　本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

16年  3月期 2,865 0.7    41  47   41  46 10.2 8.4 4.7
15年  3月期 2,844 25.9    41  04 － 11.0 7.8 4.6
(注)①期中平均株式数 16年  3月期  66,578,401株     15年  3月期  66,837,552株　　

     ②会計処理の方法の変更　　　 無

     ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)配当状況
         １株当たり年間配当金 配当金総額 配当性向 株主資本

中間 期末 (年間) 配当率
円  　銭 円  　銭 円  　銭 百万円 ％ ％

16年  3月期    9  00    4  00    5   00 599 21.7 2.0
15年  3月期    8  00    4  00    4   00 532 19.4 2.0

(3)財政状態
      　　　総  資  産         　株  主  資　本        株主資本比率 　１株当たり株主資本

百万円 百万円 ％              円　　  銭

16年  3月期 62,720 29,655 47.3     443   88
15年  3月期 56,021 26,753 47.8     400   28
(注)①期末発行済株式数　16年  3月期 　66,574,061株    15年  3月期 　66,581,396株  　

 　 ②期末自己株式数　　16年  3月期 　   600,277株    15年  3月期 　   592,942株　  

２. 17年  3月期の業績予想（ 平成 16年 4月 1日  ～  平成 17年 3月 31日 ）
売上高 経常利益 当期純利益 　　　　１株当たり年間配当金

中間 期末
百万円 百万円 百万円 円　 銭 円　 銭 円　 銭

中間期 55,000 2,200 1,200    5  00 － －
通　　期 － － － － － －
（参考）１株当たり予想当期純利益（中間）        18円  03銭

 ※上記の業績予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、
　　実際の業績は、今後様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。なお、合併後の通期
　　業績予想は、記載が可能となり次第公表します。
    上記業績予想に関する事項は、添付資料の7ページを参照して下さい。

 営　業　利　益

－ 20 －
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貸借対照表 
（単位：百万円） 

科    目 
当 期 
(16.3.31現在) 

前   期 
(15.3.31現在) 

増   減 

（ 資 産 の 部 ）           

流 動 資 産 

現 金 預 金 

受 取 手 形 

売 掛 金 

有 価 証 券 

製 品 

原 材 料 

仕 掛 品 

貯 蔵 品 

繰 延 税 金 資 産 

短 期 貸 付 金 

未 収 入 金 

そ の 他 の 流 動 資 産 

貸 倒 引 当 金 

 

 

固 定 資 産         

有 形 固 定 資 産 

建 物 

構 築 物 

機 械 装 置 

車 両 運 搬 具 

工 具 器 具 備 品 

土 地 

建 設 仮 勘 定 

無 形 固 定 資 産 

施 設 利 用 権 

投資その他の資産 

投 資 有 価 証 券 

子会社株式・出資金 

出 資 金 

長 期 貸 付 金 

長 期 前 払 費 用 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 の 投 資 

貸 倒 引 当 金 

３１,５１９

４,４３２

２７８

１８,１９９

２,６８７

８９３

６４１

８８７

２６３

１,４７２

３１９

１,４５７

１００

△   １１３

３１,２００

２２,１２２

８,０２３

５３９

７,５７８

１１８

３,２０６

２,６０３

５１

２２

２２

９,０５５

２,８８１

４,５６６

３８１

１４

１８

１,００２

２０２

△      １２

２５,３７８

５,７３７

１８８

１２,８００

２,０００

１,２５１

６９０

３５３

２６０

９２８

１８０

１,０７７

１６

△   １０７

３０,６４３

２３,１９０

８,４８７

５６４

７,９２９

１５８

３,１８８

２,６０４

２５８

２５

２５

７,４２６

１,７７４

４,０８７

９５

９８

２０

１,１６６

１９２

△       ８

６,１４１

     △１,３０５

９０

        ５,３９９

６８６

△   ３５８

△     ４８

     ５３３

２

５４３

１３９  

３７９

８４  

      △      ５

 

           ５５７

      △１,０６８

△   ４６３

      △     ２４

△   ３５０

△     ３９

             １７

０

△   ２０６ 

△       ３

△       ３

１,６２８  

１,１０６

４７９

２８５

△     ８３

      △       １

△   １６４

９  

△       ３

合   計 ６２,７２０ ５６,０２１ ６,６９８

(注) １．有形固定資産の                 
          減価償却累計額 ５４,９７４ ５１,０９８ ３,８７６  
   ２．保証債務                  １,９５９          １,２３３            ７２５ 
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（単位：百万円） 

科    目 
当 期 
(16.3.31現在) 

前    期 
(15.3.31現在) 

増   減 

（ 負 債 の 部 ）    

流 動 負 債 

支 払 手 形 

買 掛 金 

１年内返済の長期借入金 

未 払 金 

未 払 法 人 税 等 

未 払 費 用 

そ の 他 の 流 動 負 債 

 

固 定 負 債 

長 期 借 入 金 

退 職 給 付 引 当 金 

役員退職慰労引当金 

預 り 保 証 金 

負 債 計 

 

（ 資 本 の 部 ）    

資 本 金 

資 本 剰 余 金 

資 本 準 備 金 

利 益 剰 余 金         

利 益 準 備 金 

任 意 積 立 金 

  特 別 償 却 準 備 金 

  固定資産圧縮積立金 

  別 途 積 立 金 

当 期 未 処 分 利 益 

その他有価証券評価差額金 

自 己 株 式 

資 本 計 

２６,０１１

２９３

１５,７５７

１,２５０

１,７００

１,９８８

４,９３２

８８

７,０５３

３,１２５

３,０６２

６５１

２１５

３３,０６４

４,９３３

２,７９７

２,７９７

２１,３７０

１,２５２

１６,７３０

４０

６１９

１６,０７０

３,３８８

９５９

△   ４０５

２９,６５５

 

２１,５６４ 

３,３３６ 

９,２０８ 

１,７９０ 

１,５６２ 

１,３７２ 

４,２０３ 

９２ 

 

７,７０３ 

４,３７５ 

２,７７３ 

３４０ 

２１５ 

２９,２６８ 

 

 

４,９３３ 

２,７９７ 

２,７９７ 

１９,１３８ 

１,２５２ 

１４,５８４ 

４８ 

６６５ 

１３,８７０ 

３,３０２ 

２８３ 

△   ４００ 

２６,７５３ 

 

 

４,４４６

△３,０４２

６,５４９

△   ５４０

   １３８  

６１６

７２９

△       ３

△   ６５０

△１,２５０

２８８

３１１  

－

３,７９６

－

－

－

２,２３１

－

２,１４５

△     ８

      △     ４５

２,２００

   ８６

 ６７５

△      ５

２,９０２

合   計 ６２,７２０ ５６,０２１ ６,６９８
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損益計算書 
 

（単位：百万円） 

科  目 
当 期 
(15.4.1～16.3.31)  

前   期 
(14.4.1～15.3.31) 

増   減 

（経常損益の部） 

営 業 損 益 の 部 

営 業 収 益 

売 上 高 

営 業 費 用 

売 上 原 価 

販売費及び一般管理費 

営 業 利 益 

営 業 外 損 益 の 部 

営 業 外 収 益 

受取利息及び配当金 

その他の営業外収益 

営 業 外 費 用 

支 払 利 息 

その他の営業外費用 

経 常 利 益 

（特別損益の部） 

特 別 利 益 
厚 生 年 金 基 金 
代 行 部 分 返 上 益 

特 別 損 失 
工 場 再 編 成 に よ る 
固 定 資 産 除 却 損 等 

有 価 証 券 評 価 損 

税 引 前 当 期 純 利 益 

法人税、住民税及び事業税 

法 人 税 等 調 整 額 

当 期 純 利 益 

前 期 繰 越 利 益 

中 間 配 当 額 

当 期 未 処 分 利 益 

１０４,９０１

１０４,９０１

１００,０３５

９３,８７３

６,１６１

４,８６５

４４９

８７

３６１

３５５

９９

２５５

４,９５９

－

－

－

－

－

４,９５９

２,９２０

     △   ８２７

２,８６５

７８８

２６６

３,３８８

９３,３１３

９３,３１３

８９,１６０

８３,５１３

５,６４７

４,１５３

３９１

６２

３２８

２７５

１２２

１５３

４,２６８

１,２４４

１,２４４

６７１

３６９

３０１

４,８４２

２,０１８

     △     ２１

２,８４４

７２３

２６６

３,３０２

１１,５８７

１１,５８７

１０,８７４

１０,３５９

５１４

７１２  

５７

２５  

３２

７９ 

△     ２３

     １０２

６９０  

△１,２４４

△１,２４４  

 △   ６７１
           
 △   ３６９

△   ３０１

１１７

９０２

     △   ８０５

２０

６４

０  

８６

（注）減価償却実施額 ４,６３６ ４,９９１        △   ３５５  
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利益処分案 
 

（単位：百万円） 

摘          要 当    期 
(15.4.1～16.3.31) 

前    期 
(14.4.1～15.3.31) 

 

当 期 未 処 分 利 益 

特別償却準備金取崩額             

固定資産圧縮積立金取崩額 

合        計 

３,３８８ 

９ 

５０ 

３,４４７ 

３,３０２ 

９ 

６０ 

３,３７２ 

８６ 

     － 

   △      １０ 

      ７５ 

これを下記のとおり処分いたします。 

株 主 配 当 金 

 

 

 

 

取 締 役 賞 与 金 

監 査 役 賞 与 金 

特 別 償 却 準 備 金 

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金             

別 途 積 立 金 

次 期 繰 越 利 益 

     ３３２ 

１株につき 

        ５円 

普通配当５円 

 

９９ 

５ 

６１ 

－ 

２，１００ 

８４８ 

２６６ 

１株につき 

        ４円 

普通配当４円 

 

９３ 

８ 

１ 

１４ 

２，２００ 

７８８ 

 ６６   

 

 

 

 

５   

 △        ２ 

 ６０   

△      １４ 

 △    １００ 

６０ 

（注）平成 15 年 9 月 30 日の最終の株主名簿（実質株主名簿を含む。）に記載された株主または 

登録質権者に対して、平成 15 年 11 月 26 日に１株につき 4 円、総額 266 百万円の中間配当

を実施しております。 

 

増      減 
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（重要な会計方針） 
１． 子会社株式等は移動平均法による原価法、その他有価証券のうち時価のあるものは期末

日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定）、時価のないものは移動平均法による原価法により評価してお

ります。 

  ２．製品・原材料（綿花を除く）・仕掛品・貯蔵品は、総平均法による原価法、原材料のう

ち綿花は、後入先出法による低価法により評価しております。 

  ３．有形固定資産の減価償却方法は、定率法を採用しております。 

  ４．貸倒引当金は、一般債権については貸倒実績率等を含めて総合的に勘案し、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しており

ます。 

  ５．退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき計上しております。 

  ６．役員退職慰労引当金は、役員の退職慰労金の支給に充てるため、内規に基づく期末要支

給額を計上しております。 

  ７．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取

引は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

   ８．消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

 

該当事項はありません。 
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役員の異動 
 
 

 （1）新任取締役候補 
                      現 トヨタ自動車株式会社取締役（専務待遇） 
     取締役副社長 豊

とよ

 田
だ

 周
しゅう

 平
へい

    現 ﾄﾖﾀﾓｰﾀｰｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ ﾏﾆｭﾌｧｸﾁｬﾘﾝｸﾞﾖｰﾛｯﾊﾟ 
     （代表取締役）            株式会社取締役社長 
      
                            
 （2）新任監査役候補 
 
      常勤監査役 植

うえ

 田
だ

   豊
ゆたか

  現 専 務 取 締 役 
 
      監 査 役 岡

おか

 部
べ

   弘
ひろむ

  現 株 式 会 社デンソー  取締役副会長  
 
 
 
 （3）退任予定取締役  植

うえ

 田
だ

   豊
ゆたか

  現 専 務 取 締 役 
 
            高

たか

 村
むら

 誠
せい

 也
や

   現 常 務 取 締 役 
 
            古

ふる

 川
かわ

 晶
まさ

 章
あき

   現 取   締   役 
                            
 
 
 （4）退任予定監査役  山

やま

 守
もり

 則
のり

 敏
とし

   現 常 勤 監 査 役     
                      アイホー株式会社取締役社長に就任予定  
 
             吉

よし

 田
だ

 勝
かつ

 博
ひろ

   現 監   査   役 
 
 
  （注）新任監査役候補 岡部弘は、「株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律」 
      第 18条第１項に定める社外監査役の要件を満たしております。 


